
 

『Ｒ７年度税制改正大綱（１） 年収１０３万円の壁』 
 

 先月２０日に決定した税制改正大綱について、今回から連続して概要を掲載する。 

 国民民主党を含め３党で協議された「１０３万円の壁」引き上げは、最大の焦点となった。働き控えへの

対応（就業調整の防止）、減税による消費喚起、インフレ対応を目的としたもの。現在の控除額となった１

９９５年当時から比較した基礎的支出項目の物価上昇率を踏まえ、１２３万円への引き上げを明記。所得

税の基礎控除は５８万円に、給与所得控除の最低保障額は６５万円となる。住民税においても給与所得

控除の最低保障額を６５万円とする一方、基礎控除については、地方から大幅な減収への懸念が示さ

れたため据え置きとなった。 

 また、大学生などを扶養する世帯の税負担を軽減する「特定扶養控

除」の年収要件も１５０万円に引き上げる。１２３万円を超えると「特定親

族特別控除」となり、１５０万円を超えると控除額が段階的に減る仕組み

を導入。１８８万円を超えるとゼロとなる。さらに配偶者特別控除でも、配

偶者の年収要件を１６０万円とする。 

 一連の見直しによって、国と地方合わせて年間６５８０億円の減収とな

る見通し。雇用者においては、柔軟な勤務体制の導入や給与体系の再

設計により、従業員の意欲向上や人材確保につながる可能性がある。 

 

『Ｒ５事務年度の相続税調査状況 簡易な接触での追徴等過去最高』 
 

 国税庁はこのほど、令和５事務年度における相続税の調査等の状況を公表した。 

 相続税の実地調査の状況としては、実地調査件数は８，５５６件、追徴税額合計は７３５億円で、ともに

前年度比で増加した（件数１０４．４％増、追徴税額１０９．８％増）。相続税の簡易な接触（文書、電話、面

談等による是正）については、接触件数が１８，７８１件（同１２５．２％増）、非違件数は５，０７９件（同１３７．

８％増）、申告漏れ課税価格は９５４億円（同１３９．０％増）、追徴税額合計は１２２億円（同１４０．８％増）

で、いずれも過去最高を記録した。無申告事案の実地調査については、追徴

税額は１２３億円（同１１１．４％増）で、平成２１事務年度以降で最高となった。

海外資産関連事案の実地調査（ＣＲＳ情報や租税条約等の情報交換制度活

用）については、海外資産に係る非違件数は１６８件（同９６．６％）、課税価格

は６２億円（同８８．９％）だった。また、贈与税に関しては無申告事案を中心に

実地調査が実施され、実地調査件数は２，８４７件（同９７．９％）、追徴税額は

１０８億円（同１３７．５％）となった。財産別非違件数は現金・預貯金等が６３．

９％、有価証券が１４．４％、土地家屋が４．６％、その他１７．０％となっている。 
 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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